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Ⅰ．安心して暮らせるまちづくり 

 

１－１ 子ども・子育て支援の充実 

■現状と課題 

平成 26年以降、出生数が 10人に満たない年もありますが、少子化の中にあっても自然豊か

な環境の中で、子どもを生み育てやすいまちづくりを推進する必要があります。 

■施策の目的 

安心して子どもを産み育てられる体制と子育て環境の充実を図ります。 

■主な関連計画 

上関町子育てすくすくプラン、健康かみのせき 21 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

マッチング件数（件／年） 0 6 12 

新婚住宅助成利用件数（件／年） - 4 10 

新婚者移住件数（件／年） 0 6 12 

出生数（人／年） 4 7 10 

子育てが地域の人に支えられていると感じている人の割合（％） 73.1%  90% 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）婚活・新婚者支援 

○柳井広域及び町独自のマッチングイベントを開催し、

町内に居住する方に対し支援します。 

○新婚者が町内で住居の購入または賃貸を行う場合に

助成します。 

○祝い金等の新婚者を支援する取組を検討します。 

○マッチング事業 

○新婚住宅助成 

○新婚者支援事業 

企画財政課 

（２）保育サービスの充実 

○町内の保育所（２か所／民間）と連携し、通常保育の

確保に取り組みます。 

○町内の保育所（２か所／民間）と連携し、延長保育等

の地域子ども・子育て支援事業を実施するとともに、

保育所が主催する保護者向け講座や各種交流事業を

支援します。 

○延長保育推進事業 

○保育所地域活動事

業助成事業 

○地域協育ネット推

進事業 

保健福祉課 

教育文化課 

Ⅰ 
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施策の内容 主な取組 担当課 

○「放課後子ども教室」により、保護者の就労状況等を

問わず全ての小学校児童を対象に放課後の居場所を

確保します。 

（３）子育て世帯への経済的支援 

○子どもが生まれた世帯への育児用品の贈呈や、乳児の

いる世帯への育児用品の助成を行います。 

○国の無償化制度（３歳児以上対象）のほか、町内の保

育所に通所する児童について町独自の無償化制度（３

歳児未満対象）を実施します。 

○保育所の副食費の無償化及び小学生･中学生の給食費

の一部助成を実施します。 

○高校修了までの児童の医療費の一部を助成します。 

○路線バスを利用して通学する高校生に対して、通学定

期券への助成を行います。 

○離島在住の高校生に対して居住費等の支援を行いま

す。 

○上関町に移住した子どものいる世帯を支援します。 

○子育て応援グッズ

贈呈事業 

○育児用品助成事業 

○保育料無償化事業 

○給食費助成事業 

○小中高校生の医療

費無料化事業 

○高等学校生徒等定

期助成事業 

○離島高校生修学支

援事業 

○子育て世帯移住支援 

保健福祉課 

教育文化課 

企画財政課 

（４）ひとり親家庭への支援 

○父子家庭または母子家庭に対し、経済的支援、就労支

援、相談支援により、自立に向けた支援を行います。 

○ひとり親家庭医療

費助成事業 

○ひとり親家庭就学

就職支度金給付事業 

保健福祉課 

（５）母子保健の充実 

○妊産婦から乳幼児期まで継続した健康診査を受診で

きる体制づくりと受診勧奨を行います。 

○周産期医療支援事業 

○妊婦健康診査 

○妊産婦歯科健診 

○乳児健康診査 

○幼児健康診査 

○幼児歯科健診 

保健福祉課 

（６）情報提供・相談支援体制の充実 

○相談窓口・母子保健サービスや子育て情報を掲載した

ガイドブック等により情報を周知します。 

○子育て中の親同士の交流の場において、子育て相談や

情報提供等を行います。 

○育児に対する悩みや不安・子どもの身体発育・発達に

関する心配事等、様々な相談に応じます。 

○民生児童委員・母子保健推進員との連携や、児童相談

所や健康福祉センター等の相談機関の連携により、適

切な情報提供や相談機能の充実を図ります。 

○広報物の作成・配布 

○育児相談 

○民生児童委員・母子

保健推進員との連

携強化 

〇民生委員協力員の

設置 

保健福祉課 

（７）家庭環境の把握と支援 

○生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育て支

援に関する情報提供や養育環境等の把握を行います。 

○児童虐待の早期発見・早期支援ができるよう、要保護

児童対策地域協議会の機能強化に努めます。 

○乳児家庭全戸訪問

事業 

○要保護児童対策地域

協議会の機能強化 

保健福祉課 
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１－２ 高齢者福祉の充実 

■現状と課題 

町の高齢化率は６割近くになっており、高齢者のいる世帯のうち半数弱が一人暮らしである

ことから、高齢者が住み慣れた地域でできる限り自立して暮らし続けられるよう、様々な支援

を行う必要があります。 

■施策の目的 

高齢であっても、安心して生活できる体制づくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、健康かみのせき 21 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

総合相談件数（件／年） 304 420 440 

住民主体の生活支援サービス利用回数（回／年） 116 130 140 

認知症サポーター養成数（延べ人数） 521 600 650 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）地域包括ケアシステムの推進 

○保健福祉課内の地域包括支援センターをはじめ各係

が連携・情報共有しつつ、民生委員、社会福祉協議会、

介護保険事業所、町内診療所等とも連携を図りなが

ら、高齢者に関する包括的な支援体制を整備します。 

○総合相談支援 

○自立支援型介護（予

防）プランの推進 

○生活支援サービス

の充実 

○在宅医療・介護連携

の推進 

保健福祉課 

（２）健康増進・介護予防の取組 

○フレイル予防、運動機能の向上や認知症予防等を中心

とした健康づくりを推進します。 

○高齢者の閉じこもりや孤立を防ぐ集いや交流の場づ

くりを支援します。 

○「いきいき百歳体

操」の普及 

○通いの場拠点整備 

○おげんき喫茶支援事業 

○高齢期のゲートキ

ーパー養成講座 

保健福祉課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（３）高齢者福祉サービスの充実 

○一人暮らし高齢者等への日常生活支援や見守りを行

います。 

○住民同士の互助での支え合いを推進します。 

○自らの移動手段を持たない高齢者の外出促進等のた

め、バス利用の経済的支援を行います。 

○緊急通報システム 

○高齢者等給食サー

ビス事業 

○住民主体の生活支

援・移動支援サービ

ス 

○福祉優待バス乗車

証交付助成事業 

保健福祉課 

（４）介護保険サービスの確保 

○介護保険サービスが必要となった高齢者に対し、必要

な介護保険サービスが提供される体制の確保に努め

ます。 

◯現状の介護保険サービスの提供体制の課題分析を行

い、将来推計を踏まえたサービス展開の検討を行いま

す。 

○介護給付の適正化 

◯介護人材の確保や

サービスの充実 

保健福祉課 

（５）認知症施策の推進 

○認知症に関する正しい知識と理解を進めるとともに、

認知機能低下のある人や認知症の状態の人の早期発

見・早期対応に努めます。 

○認知症サポーター

の養成 

○認知症ケアパスの

更新・周知 

○あんしん見守りネ

ットワーク事業 

保健福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 



 

 

6 

１－３ 地域生活を支える取組の推進 

■現状と課題 

地域の担い手が減少傾向にありますが、温かな心による地域住民同士の支え合いをはじめ、

社協や民生委員・児童委員、行政等の多様な構成員が連携して地域生活を支えることで、いつ

までも住み続けられる地域を実現していく必要があります。 

■施策の目的 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活できる体制づくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町地域福祉計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

避難行動要支援者に基づく個別避難計画の策定（件／年） 0 10 20 

権利擁護に関する相談（人／年） 4 4 4 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）地域福祉の推進 

○地域の福祉課題の把握に努め、関係者間で課題を共有

します。 

○広報やホームページ等を活用して福祉に関する情報

を発信するとともに、保健福祉課を窓口とした相談支

援体制の確立に努めます。 

○社協と連携して、町民にボランティアの意義を周知

し、ボランティア活動への参加を働きかけます。 

○民生委員・児童委員や福祉関連団体等と連携するとと

もに、関係団体の諸活動への支援を行います。 

○多様な福祉課題の

把握 

○情報発信の充実 

○包括的な相談支援

体制の充実 

○ボランティア活動

の促進 

○各種団体との連携 

保健福祉課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）地域の安心・安全のための取組 

○災害発生時、自力避難が困難な人等の情報を把握し、

地域と連携した避難誘導等の体制づくりを進めます。 

○「社会を明るくする運動」等を通じて、再犯防止と更

生保護に関する活動を周知し、犯罪のない地域社会を

構築します。 

○住民の防犯意識向上のため、広報物等で啓発を行うと

ともに、近隣住民同士の見守り等により特殊詐欺被害

や空き巣等の犯罪抑止を促します。 

○避難行動要支援者

の把握 

○再犯防止の推進 

○犯罪被害の抑止 

○防犯灯整備助成 

保健福祉課 

総務課 

（３）権利擁護の推進と虐待の防止 

○認知症・知的障がい・精神障がい等の理由で判断能力

が不十分な方々が、財産管理や契約締結等を行う場合

に支援する制度である「成年後見制度」の普及・啓発

に取り組みます。 

○あらゆる虐待の発生を抑止するとともに、虐待が発生

した場合は関係者間で情報を共有し、早期対応に努め

ます。 

○成年後見制度の利

用促進 

○虐待事案の把握と

早期対応 

保健福祉課 

 

 

  

写真 
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１－４ 障がい者（児）支援と社会保障の充実 

■現状と課題 

町の総人口の８％弱が障害者手帳を所持していることから、障がいのある人の自立と社会参

加が促進されるとともに、障がいの有無にかかわらず、いつまでも住み続けられる地域を実現

していく必要があります。 

■施策の目的 

障がいがあっても、住み慣れた地域で安心して生活できる体制づくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町障害者福祉計画、上関町子育てすくすくプラン 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）共生社会の実現に向けた取組 

○障がいに関する正しい理解と認識を深めるため、広報

等を通じた啓発と情報提供に努めます。 

○保育園や小中学校、生涯学習の場等において、互いの

立場や心情を思いやり、助け合える心を育む教育を推

進します。 

○広報・啓発の充実 

○福祉教育の推進 

保健福祉課 

教育文化課 

（２）障がい福祉の向上に向けた取組 

○柳井圏域（１市４町）において、障害者相談支援事業

及び基幹相談支援センター等機能強化事業を事業所

に委託し、相談支援体制の確保に努めます。 

○柳井圏域（１市４町）において、柳井圏域地域自立支

援協議会を設置し、教育・福祉・就労等の各関係機関

や団体と協議を行い、障がい福祉の充実に努めます。 

○自らの移動手段を持たない障がい者の外出促進等の

ため、バスやタクシー利用の経済的支援を行います。 

○相談機能の強化 

○障がい福祉支援体

制の充実 

○福祉優待バス乗車

証交付助成事業 

○身体障害者福祉タ

クシー助成事業 

保健福祉課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（３）療育・教育の推進 

○障がいのある児童や発達に不安のある児童について、

早期に発見して早期療育につながるよう、体制の整備

を進めます。 

○個々の障がいや特性に応じた教育を推進するととも

に、学校卒業まで一貫した支援を提供する中で卒業後

の進路を見据えた指導を行います。 

○療育体制・保健指導

の充実 

○特別支援教育の充

実 

保健福祉課 

教育文化課 

（４）社会保障の充実 

○適正な国民年金制度の運用のため、年金事務所等の関

係機関と連携し、窓口相談を中心に制度の周知を実施

し、町民の受給権の確保に努めます。 

○国民健康保険料（税）の適正な徴収により健全な保険

事業の運営に努めます。 

○失業者や低所得者等に対して、関係機関と連携し、

個々の状況に応じた相談支援や自立支援に努めます。 

○国民年金制度の理

解促進 

○国民健康保険事業

の運営 

○状況に応じた必要

な支援または関係

機関への取り次ぎ 

住民課 

保健福祉課 

 

  

写真 
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１－５ 保健・医療の充実 

■現状と課題 

町内で医療機関の充足が難しい中、広域での医療機関の確保に加え、日頃の運動や食生活・

生活習慣の改善、各種健（検）診の受診等により、生涯にわたり町民自らの健康を維持増進す

ることで、いつまでも元気でいきいき暮らせるまちづくりを推進していく必要があります。 

■施策の目的 

広域も含め、医療体制を維持しながら、町民が生涯現役で暮らせるまちづくりに取り組みま

す。 

■主な関連計画 

健康かみのせき 21 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

医師の派遣数（人） 5 4 4 

特定健診受診率（％） 30.9 39 50 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）地域医療体制の維持 

○海のまち診療所とへき地診療所を設置し、通常診療を

行います。また、両診療所で電子カルテを連携すると

ともに、オンライン診療や自宅往診等も行います。 

○夜間・休日の医療体制について、二次医療圏内の近隣

市町と連携し、患者の症状に応じた適切な医療体制を

確保します。 

○離島の救急患者について、民間船での搬送対応やドク

ターヘリでの搬送対応を確保します。 

○医師・看護師等の医療人材について、山口県や自治医

科大学等へ派遣を要請し、必要な人材確保に努めま

す。 

○通常診療体制の確

保 

○夜間・休日及び救急

医療体制の確保 

○医療人材の確保 

保健福祉課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）健康づくりの推進 

○自らのライフステージに応じて運動する重要性を理

解し、個々の状況に応じた適切な運動を日々の生活で

行えるよう促します。 

○乳幼児期から健（検）診を受診し、人生を通じて生活

習慣病を含む病気の早期発見や生活改善に取り組む

重要性を啓発するとともに、受診勧奨を行います。 

○インフルエンザ予防接種が促進されるよう支援しま

す。 

○歯と口腔の健康は全身の健康に大きくかかわるため、

幼少期から生涯にわたり歯科検診を受診する重要性

を啓発するとともに、受診勧奨を行います。 

○食は健やかな心身を育む源であることから、幼少期か

ら豊かな食に関心を持ち、正しい食習慣を身につけら

れるよう、関係機関と連携して取り組みます。 

○悩みやストレスを抱える人の相談支援体制を整える

とともに、こころの健康を保つための正しい知識の理

解と普及啓発に努めます。 

○生活習慣病予防の

推進 

○各種健（検）診の実

施と受診勧奨 

○特定健康診査の無

料化 

○インフルエンザ予

防接種助成事業 

○歯科検診の実施と

受診勧奨 

○食育の推進 

○ゲートキーパーの

養成 

保健福祉課 

 
 

  

写真 
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１－６ 人権の尊重と男女共同参画の実現 

■現状と課題 

学校教育や相談業務等により基本的人権の尊重と普及に努めるとともに、学校、家庭、地域、

職域において男女平等意識の啓発に取り組んでいます。 

■施策の目的 

性別、人種、個々の状態等に関わらず、基本的人権が守られ、誰もが尊重される地域社会の

実現をめざします。 

■主な関連計画 

上関町いじめ防止基本方針、上関町の教育、第２次上関町男女共同参画プラン 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

人権学習講座の参加者数（人／年） 200 175 165 

各種審議会の女性委員の登用割合（％） 14.4 16.4 18.4 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）基本的人権の尊重に向けた取組 

○高齢者、障がい者、子ども、女性、外国人等、あらゆ

る方への差別やいじめ・偏見等をなくすよう、誰もが

尊重される社会の実現に向けた取組を推進します。 

○広報・啓発による理

解促進 

○人権相談 

○児童生徒や保護者

への人権学習の推

進 

総務課 

教育文化課 

（２）男女共同参画に向けた取組 

○男女共同参画社会の実現に向けた総合的な取組を推

進し、あらゆる分野で男女が共に参画し、その個性と

能力を十分に発揮できる社会の実現に努めます。 

○女性の視点による意見を行政運営に反映します。 

○広報・啓発による理

解促進 

○女性活躍の推進 

 

総務課 
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写真 
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Ⅱ．安全で快適なまちづくり 

 

２－１ 町の基盤整備 

■現状と課題 

生活環境の改善のため、引き続き道路や漁港等の維持・改良に努めるとともに、行政サービ

スの基盤となる公共施設等の適切な維持管理に取り組む必要があります。 

■施策の目的 

いつまでも生活できるインフラ環境の維持を図ります。 

■主な関連計画 

柳井広域都市圏の都市計画の方針、上関町公共施設等総合管理計画、上関町橋梁長寿命化修

繕計画、上関町トンネル長寿命化修繕計画、機能保全計画（上関漁港）、上関漁港海岸長寿命

化計画、上関町公営住宅等長寿命化計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

町民一人あたりの公共施設の延床面積（㎡／人） 18.9 21.3 23.9 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）道路・橋りょう・トンネルの維持・改良 

○幹線道路である県道光・上関線をはじめとする県道整

備の促進に努めます。 

○各地区を結ぶ町内の主要町道・橋りょう・トンネルに

ついて、適切な維持・改良に努めます。 

○各道路改良整備事

業 

○長寿命化修繕事業 

土木建築課 

（２）漁港・海岸の維持・改良 

○各漁港・海岸について、老朽化施設の機能回復や防波

堤等の維持等に取り組みます。 

○各漁港機能保全事業 

○各漁港長寿命化対

策事業 

○港湾整備事業 

土木建築課 

（３）町営住宅の整備・維持管理 

○老朽化した町営住宅について、立地環境や入居ニーズ

等を把握した上で、建替え、統廃合、個別改善等によ

る対応を進めます。 

○町営住宅整備事業 土木建築課 

Ⅱ 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（４）公共施設等の維持管理 

○行政サービスの基盤となる役場や学校、集会施設、文

化施設、スポーツ施設、医療施設、斎場等の既存公共

施設について、公共施設等総合管理計画に基づき適切

な維持管理及び長寿命化対策を行うとともに、大規模

改修や建て替えについては中長期的な視点からその

必要性について十分な検討を行います。 

○人々の憩いの場となる公園・広場等の維持管理を行う

とともに、新たな整備については中長期的な視点から

その必要性について十分な検討を行います。 

○公共施設等を更新する際は、人口規模に合わせて、中

長期的な視点から、公共施設やインフラ資産の集約、

複合化、長寿命化、ダウンサイジング等に努めます。 

○個別施設計画の策定 全課 

（５）効果的な土地利用 

○町所有の遊休地について、住民ニーズを踏まえた効果

的な利用に努めます。 

○空き家解体助成等により、新たな土地利用につながる

ように支援します。 

 総務課 

企画財政課 
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２－２ 交通と通信の確保 

■現状と課題 

町民の日常生活を支えるため移動手段の確保は必要不可欠であることから、公共交通等の維

持を図る必要があります。また、情報化社会においてインターネットをはじめとする通信手段

の質が高度化していることから、利用者が不便を感じることのないよう通信環境を整備するこ

とが求められます。 

■施策の目的 

日常生活において移動や通信にできるだけ不便を感じないまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町地域公共交通計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

町営バス利用客数（人／年） 5,599 5,600 5,600 

航路利用者数（人／年） 34,093 35,000 35,900 

公衆無線 Wi-Fiの設置箇所（か所） ※累計 4 7 10 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）移動手段の確保 

○町営バスについて公共施設や主要な施設と各地区を

合理的に結べるよう運行するとともに、デマンド型の

運行サービス等の導入を検討します。 

○町営バスや民間事業者（防長交通）が運行するバス路

線について、路線の維持が図れるよう、住民の利用促

進に努めます。 

○離島航路について、住民ニーズを踏まえた航路再編を

検討しながら、必要な航路の維持に努めます。 

○町営バスの運行 

○離島航路の維持 

 

産業観光課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）通信環境の整備 

○町内のインターネット回線は、町が譲渡した民間事業

者所有の回線のみであるため、回線の維持及び光ファ

イバー網への更新等を行う民間事業者へのサポート

を行います。 

○公衆無線 Wi-Fi について役場等の主な公共施設に整

備し、通信環境の向上に努めます。 

 

 

総務課 

  

写真 
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２－３ 消防・防災体制の充実 

■現状と課題 

町域は急傾斜地も多く、台風や大雨等による災害が発生しやすい状況にあります。また、南

海トラフ巨大地震をはじめとする地震も発生が想定されています。このため、防災対策につい

て、危険箇所を優先的に整備していく必要があります。また、地域を守る消防団員の高齢化が

進む中、新たな団員の確保が急務となるなど、地域消防の維持を図っていく必要があります。 

■施策の目的 

災害に強く、地域消防体制の行き届いたまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町地域防災計画、上関町国土強靭化地域計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

地域避難訓練（回／年） 2 4 6 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）防災・減災対策の推進 

○「上関町地域防災計画」に基づき、災害対策を総合的

に推進していきます。 

○砂防指定地や急傾斜地崩壊危険箇所等について、山口

県と連携して防災対策を進めます。 

○高潮等の被害を受けにくくするため、海岸沿線道路の

改良に努めます。 

○災害時の通信手段となる無線通信の充実のため、ＩＰ

無線等の新しい通信技術への対応を検討します。 

○各団体と連携した避難訓練や、自助・共助の推進、備

蓄・ローリングストックを推進する等、防災意識の啓

発に努め、防災危機管理体制を構築します。 

○良好な生活環境を確保するため、避難所の充実に努め

ます。 

○急傾斜地崩壊対策

事業 

○法面対策 

○各道路改良整備事

業 

○長寿命化修繕事業 

○防災行政無線等整

備事業 

総務課 

土木建築課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）地域消防体制の維持 

○消防自動車・消防機材の整備等、計画的な設備の維持・

更新に努めます。 

○地域消防の維持と新規消防団員の加入を促進します。 

○消防自動車及び消

防ポンプ整備事業 

○防災資機材及び備

蓄整備事業 

 

総務課 

 
  

写真 
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２－４ 水道と生活排水対策 

■現状と課題 

人口減少による使用料収入の減少や、水道施設の老朽化や耐震化等、水道事業を取り巻く環

境は大変厳しくなっています。また、生活排水やし尿処理について、環境衛生の観点や効率的

な視点から対応していく必要があります。本町には離島もあることから、今後の各地区の人口

動向を踏まえて、中長期的な視点から対応を進めていくことが求められます。 

■施策の目的 

今後も持続的に生活を支える水を誰もが安心して利用でき、きれいな水を排水できるまちづ

くりに取り組みます。 

■主な関連計画 

農業集落排水事業経営戦略、漁業集落排水事業経営戦略 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

汚水処理人口普及率（％） 35.1 37.5 40.0 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）水道の維持 

○水道事業について、令和７年度から柳井地域広域水道

企業団に経営統合されましたが、引き続き町担当課が

漏水対応や離島等へのサポートを行います。 

○水道事業の維持のための必要なコストを勘案しなが

ら、柳井広域水道企業団と連携し水道料金の適正化等

に努めます。 

 土木建築課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）生活排水とし尿処理対策 

○生活環境の保全を図るため合併処理浄化槽の必要性

や設置費用の助成制度について周知し、合併処理浄化

槽の設置及び単独浄化槽から合併処理浄化槽への転

換を促進します。 

○し尿処理については離島への対応を含め、適正かつ効

率的な視点から対応を行います。 

○農業・漁業集落排水について、収支のバランスと今後

の人口動向等を勘案し、ダウンサイジングや下水道料

金の適正化をはじめとした経営全体のあり方を検討

し、地域住民の理解の醸成に努めます。 

○合併処理浄化槽設

置助成事業 

○バキューム車の更

新 

○祝島し尿運搬船の

運行 

○農業・漁業集落排水

事業の経営戦略の

策定 

 

住民課 

土木建築課 

企画財政課 

 

  

写真 
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２－５ 環境衛生対策の推進 

■現状と課題 

ごみの減量化や資源の再利用等の取組を推進するとともに、廃棄物処理体制の強化に努める

必要があります。 

ごみの不法投棄については、警告看板の設置やパトロールにより未然防止や早期発見に努め

ていますが、後を絶たない状況です。また、海岸漂着ごみも増加しており、景観を損ねる原因

となっています。これらの問題を解決するために、新たな取組を行う必要があります。 

近年、異常気象による大規模災害が発生しており、地球温暖化防止の推進が求められていま

す。低炭素社会と持続可能な資源循環社会の実現に向けて、自然エネルギーの活用や省エネル

ギー化の取組を促進していきます。 

■施策の目的 

自然環境を守り、美しい景観を保全できるまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町一般廃棄物処理計画、上関町災害廃棄物処理計画、上関町分別収集計画、上関町地球温

暖化対策実行計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

住民 1人 1日あたりのごみ排出量（ｇ） 796 770 750 

ごみのリサイクル率（％） 24.6 26.0 28.0 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）廃棄物処理に関する取組 

○住民や観光客、事業者等の理解と協力のもと、ごみ出

しの際の正しい分別や、３Ｒ（リデュース、リユース、

リサイクル）の取組が町全体に浸透するよう、広報・

啓発を行い、ごみの減量化につなげます。 

○災害発生時には、災害廃棄物の仮置き場の設置を迅速

に行い、適切な処理を行います。 

○ごみ収集車の維持 住民課 



基本計画 

23 

施策の内容 主な取組 担当課 

（２）自然環境や景観の保全に関する取組 

○住民や観光客、事業者等の理解と協力のもと、ごみの

適正処理に関する啓発を行います。 

○地域やボランティアによる清掃活動に対してごみの

処分費を負担する等支援を行います。 

○再生可能エネルギーの活用により、温室効果ガスの排

出削減に向けた取組を進めます。 

○環境美化活動 

○風力発電事業 

○公用車の電動車の

導入 

住民課 

企画財政課 

土木建築課 

 
  

写真 
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Ⅲ．共に学び合うまちづくり 

 

３－１ 教育環境の充実 

■現状と課題 

本町には、小学校２校（上関小、祝島小）、中学校２校（上関中、祝島中）があります。本町

では、小中の９年間を通して「郷土愛と生きる力を育む小中一貫教育」を推進しており、人口

減少・少子化の中にあっても、未来を担う児童生徒に対する社会の変化に対応した教育の充実

が求められます。 

※令和６年度現在、祝島中は休校となっています。 

■施策の目的 

社会の変化にも対応できるよう、未来を担う子どもの豊かな創造性や多様な個性を伸長し、

郷土愛と生きる力を育むまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町の教育 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

最終目標値 

（Ｒ11） 

学校運営協議会の開催数・上関小中学校（回／年） 6 6 

学校運営協議会の開催数・祝島小学校（回／年） 3 3 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）教育内容の充実 

○義務教育９年間において、自然環境を生かした教科横

断的なカリキュラムを推進するため、小中学校教職員

が共同して授業研究や合同行事等を行うことにより、

児童生徒が主体的・対話的で深い学びを得られるよう

に取り組みます。 

○小中一貫教育の推

進 

○教職員の資質の向

上 

教育文化課 

 
  

Ⅲ 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）社会の変化に対応できる教育の推進 

○児童生徒に一人一台端末を整備し、ＩＴを活用した教

育内容の充実を図ります。 

○英語教育を実施し、国際化の進展に対応できる人材を

育みます。 

○中学生を対象に海外でのホームステイの機会を提供

することで、英語力の向上と国際性豊かな人材育成を

図ります。 

○ＩＣＴ環境の整備 

○ＩＴ支援員の配置 

○ＡＬＴの配置 

○周南地区中学生海

外派遣事業 

教育文化課 

（３）地域資源を生かした教育の推進 

○小中一貫教育とコミュニティ・スクールとの連動によ

って、学校・家庭・地域等が連携し、恵まれた自然環

境を生かした教育活動を実践します。 

○郷土の歴史や文化を学ぶことを通じて、郷土に愛着を

持つ人材を育みます。 

○上関町学校運営協

議会の運営 

○ふるさと教育の推

進 

教育文化課 

（４）児童生徒の安心安全の確保 

〇地域のボランティア・保護者・関係機関と連携して登

下校の安全確保に努めるとともに、遠距離通学の児童

生徒に対し、スクールバス・ボートの運行、公共交通

機関の定期券補助等の支援事業を行います。 

○保護者の経済的負担を軽減する取組に努めます。 

〇スクールバス・ボー

トの運行 

〇交通機関の定期券

等の補助事業 

〇給食費助成事業 

教育文化課 

  

写真 
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３－２ 生涯学習とスポーツの振興 

■現状と課題 

生涯学習により得た知識や経験を自らの生活や地域社会に還元できることは、人生をより豊

かなものとしてくれます。このため、生涯にわたる学びの場が提供できるよう、社会教育施設

や歴史・文化の地域資源等を生かした学習機会を確保していく必要があります。また、ライフ

スタイルの多様化や健康志向に伴い、スポーツを取り巻く環境は変化していることから、住民

ニーズや年齢層に応じたスポーツ活動の普及が求められます。 

■施策の目的 

住民一人ひとりの学びを自らの人生や地域社会に生かせるとともに、身近でスポーツに親し

めるまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町の教育、上関町スポーツ推進計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

公民館講座の受講者数（人／年） 506 530 540 

英会話教室の受講者数（人／年） 67 70 70 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）学びの環境の確保 

○住民のニーズや社会情勢に応じた生涯学習の講座や

教室等を提供し、町民の主体的な学びの場づくりに取

り組みます。 

○蔵書の充実や情報発信等により、図書館の利用促進を

図ります。 

○学校・地域・家庭が連携した子どもの学びの場の提供

に努めます。 

○公民館講座・高齢者

教室の開催 

○図書館機能の充実 

○放課後子ども教室 

○地域協育ネット運

営協議会主催の体

験活動 

教育文化課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）スポーツ活動の促進 

○住民のニーズや社会情勢に応じて、生涯にわたりスポ

ーツに親しめる環境づくりに取り組みます。 

○スポーツ協会やスポーツ推進委員と連携して、スポー

ツ指導者の育成や各種団体の活動の活性化を支援し

ます。 

○スポーツ活動の拠点となる体育施設等の維持管理・活

用を行います。 

○ウォークラリー 

○人材育成研修 

〇部活動改革の推進 

教育文化課 

 

 

  

写真 
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３－３ 地域文化の振興と継承 

■現状と課題 

海上交通の要衝として長い歴史がある本町には、貴重な建造物や町並みとともに受け継がれ

るべき歴史・文化・文化財が残っています。しかし、過疎化や高齢化の進行等により、建造物

及び町並みの保存や伝承者の確保等が課題となっています。 

■施策の目的 

海の町として栄えた証である歴史・文化・文化財が受け継がれるまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町の教育 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）歴史・文化・文化財の継承 

○町内の貴重な歴史的資産を調査し、体系的に整理しま

す。 

○観光協会や歴史研究グループと連携して、観光ガイド

の育成に取り組みます。 

○山口県指定無形民俗文化財の祝島の神舞をはじめと

する祭事について継承されるように支援します。 

○町内に残る貴重な建造物を後世に伝えるため、維持管

理を行います。 

○文化財保護審議会

の開催 

○観光ガイド育成事

業 

○四階楼の維持管理 

教育文化課 
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写真 
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Ⅳ．豊かで潤いのあるまちづくり 

 

４－１ 観光の振興 

■現状と課題 

本町は一年を通じて釣り客が多く訪れる上に、春には桜、夏には海水浴、季節に応じた町の

イベント等に魅力を感じて観光客が訪れます。また、近年は道の駅「上関海峡」や上関海峡温

泉「鳩子の湯」が観光拠点となっています。祝島をはじめとする離島観光や、食としての海の

幸も魅力的であるため、これらの観光資源を生かしたまちづくりが求められます。また、町内

に宿泊先が少ないため日帰り客が多いことから、滞在型観光に向けた取組を進める必要があり

ます。 

■施策の目的 

本町の魅力ある観光資源を生かすことで、観光誘客につながるまちづくりに取り組みます。 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

観光入込客数（人／年） 328,660 330,000 340,000 

道の駅「上関海峡」でのイベント回数（回／年） 2 3 4 

宿泊客数（人／年） 765 790 810 

観光ＰＲグッズを使用した宣伝活動件数（回／年） 5 6 7 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）観光資源の整備と活用 

○自然景観を生かした公園整備や、道の駅等の集客施設

の整備、歴史・文化を伝える観光ルートの整備等、町

の魅力を発信できる観光資源の維持管理及び拡充に

努めます。 

○各種イベントにより、町の魅力を伝え、観光誘客につ

なげます。 

○城山歴史公園の維

持管理 

○上盛山展望台の維

持管理 

○道の駅「上関海峡」

の指定管理 

○上関海峡温泉「鳩子

の湯」の指定管理 

◯海峡広場の維持管理 

○さくらまつり 

○水軍まつり 

○愛・ランドフェア 

産業観光課 

企画財政課 

教育文化課 

Ⅳ 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）住民との連携による観光振興 

○旅館・民宿との連携を深めるとともに民泊も推進し、

滞在型観光の振興につなげます。 

○八島・祝島における観光振興のため、自然体験型の特

色ある離島観光の実現に向け、住民と連携した取組を

進めます。 

○滞在型観光の振興 

○離島観光の整備 

 

産業観光課 

企画財政課 

（３）観光資源の情報発信 

○町のホームページやＳＮＳ等により、季節ごと景観や

各種イベント等に関する情報を広く発信し、町の魅力

を感じて訪れる観光客の増加につなげます。 

○観光情報の発信 

○観光協会との連携 

産業観光課 

（４）花咲く海の町の推進 

○自然景観・歴史的景観等の地域資源を生かした花壇を

整備し、花とともに山や海の眺望を楽しみ、親しむ、

新たな観光交流拠点の創出及び既存施設の充実を図

ります。 

○町内沿道・海峡周辺

の整備 

○観光協会との連携 

産業観光課 

 
 

  

写真 
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４－２ 産業の振興 

■現状と課題 

本町の主な地場産業は農業と水産業がありますが、いずれも厳しい状況に置かれています。

また、商業は人口減少による需要の衰退やインターネット販売等の普及により低迷しています

が、日常生活に欠かせないものを町内でも購入できるなどの環境づくりが求められます。 

■施策の目的 

地場産業を活性化し、商業機能を維持することで、潤いのあるまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

導入促進基本計画、上関町鳥獣被害防止計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

新たな特産品の開発（品） ※累計 2 3 4 

農業・漁業の新規就業者数（人／年） 0 2 3 

町内での新規起業件数（件） ※累計 3 6 9 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）農業・水産業の振興 

○農業・水産業とも、消費者のニーズ把握を踏まえて、

ブランド化による高付加価値化や販路拡大を推進す

るとともに、六次産業化に向けた検討を行います。 

○農業・水産業とも、消費者のニーズ把握を踏まえて、

経営の自立に向けた収益につながる経営手法を検討

し、後継者や担い手の育成・確保につなげます。 

○農道や水路、ため池等の生産基盤の維持補修を行うと

ともに、有害鳥獣対策を行います。 

○光・熊毛地区栽培漁業センターを拠点として、稚魚の

中間育成・放流、養殖、種苗の放流を実施し、栽培漁

業の拡大に取り組みます。 

○漁港施設等の機能保全により、安全性の確保と生産性

の向上を図ります。 

○特産化・高付加価値

化の促進 

○有害鳥獣対策 

○稚魚放流事業 

○漁業経営構造改善

事業 

○漁業生産基盤等整

備 

○水産物供給施設等

整備 

○後継者対策事業 

○経営自立化支援 

産業観光課 

土木建築課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）商業機能の維持 

○町内の飲食店、小売店等が維持されるよう、住民や観

光客等への利用促進を図るとともに、新たに起業・創

業を行う事業者に対する支援を行います。 

◯集客・流通の拠点として道の駅を活用し、日配品等の

供給を含め、まちのスーパーとして町民の購買意欲を

充足するための環境整備を行い、買い物対策に取り組

みます。 

○ホームページ及び

ＳＮＳを活用した

情報発信 

○起業支援事業補助

金制度 

◯買い物対策 

産業観光課 

企画財政課 

（３）企業立地・企業誘致 

○原子力発電所を企業誘致のひとつの方策として位置

付け、雇用の創出を図ります。 

  

 
  

写真 
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Ⅴ．持続可能なまちづくり 

 

５－１ 健全な行財政運営 

■現状と課題 

税収が少なく地方交付税への依存度が高い本町の財政は、財政力指数や経常収支比率等に示

されるように厳しい状況にあることから、健全財政の維持や自主財源の確保に努めるとともに、

町の規模や様態に応じた効率的な行政サービスの維持を図っていく必要があります。 

■施策の目的 

健全な財政運営に努めることで、将来にわたり行政サービスが維持できるまちづくりに取り

組みます。 

■主な関連計画 

上関町過疎地域持続的発展計画、上関町まち・ひと・しごと創生推進計画、上関町ＤＸ推進計画  

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

ふるさと納税の寄付額（万円／年） 3,068 4,000 5,000 

地域おこし協力隊 受入隊員数（延べ人数） 2 4 6 

上関町公式 LINE友だち登録者数（人） 0 1,000 1,500 

ＩＣＴ教室の開催日数（日／年） 3 15 30 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）健全な財政運営の維持 

○中長期的な視点から歳入の確保に努めるとともに、歳

出の大きな割合を占める公共施設やインフラ資産の

適切な維持管理等に取り組み、ダウンサイジング等に

努めます。 

○国等からの補助金や交付金等を有効活用する財政運

営を進めます。 

○公共施設の収益型事業やふるさと納税制度の活用、風

力発電事業の売電収入等、自主財源の確保に努めます。 

○公共施設等の維持

管理 

○町税徴収率の向上

と滞納対策 

○ふるさと納税推進

事業 

○風力発電施設の維

持管理 

企画財政課 

住民課 

土木建築課 

Ⅴ 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）行政サービスの維持 

○時代に応じた行政組織を編成するとともに、デジタル

技術の活用による社会の流れに応じた業務効率化に

努めます。 

○ＤＸ推進計画を策定し、円滑なデジタル推進のための

体制を構築します。 

○住民の利便性向上、課題解決のためのデジタルソリュ

ーションを活用し、並行してデジタル・ディバイドの

解消に努めます。 

○行政情報に関して、住民への広報・周知に努めるとと

もに、住民からの広聴活動にも取り組みます。 

○行政サービスの維持のために必要な行政職員の確保

に努めます。 

○住民目線による窓口業務の充実と、行政職員の能力向

上に努めます。 

○地域おこし協力隊員の採用により、行政サービスの充

実につなげます。 

○文書管理システム

等導入事業 

○マイナンバーカー

ドの利用促進 

○各種手続きのオン

ライン化 

○ＤＸ推進事業 

○書かない窓口の設

置 

○ホームページやＳ

ＮＳ、プレスリリー

スを積極的に活用

した情報発信 

○広報紙等による情

報発信 

○地域おこし協力隊

導入事業 

総務課 

企画財政課 

 
 

  

写真 
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５－２ 情報発信の充実と人口減少対策 

■現状と課題 

町の情報を対外的に発信することで関係人口・交流人口を増加させるとともに、町に魅力を

感じた人が移住・定住へとつながる流れを構築する必要があります。また、交流拠点や住まい

の確保に向けた空き家の活用を検討することが求められます。 

■施策の目的 

町の魅力を発信し、人口減少の抑止につながるまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町過疎地域持続的発展計画、上関町まち・ひと・しごと創生推進計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

移住相談件数（人） ※Ｒ５からの累計 17 40 80 

「かみのせきファン」の組織化（人） 0 5,000 10,000 

転入者数（人／年） 45 59 78 

新築戸建て住宅補助利用件数（件／年） - 4 10 

空き家バンクのマッチング件数（件／年） 5 10 20 

新規移住世帯（世帯） ※Ｒ５からの累計 33 43 53 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）情報発信の充実と関係人口・交流人口の拡大 

○町のホームページやＳＮＳ（YouTube、Ｘ等）、プレス

リリース等の多様な媒体を利用し、町の魅力を広く発

信します。 

○関係人口・交流人口の拡大に向けて、上関町公式Ｖ

Tuber のんのちゃんや上関町公式 LINE 等のＳＮＳを

活用し、「かみのせきファン」の組織化を図ります。 

○ホームページやＳ

ＮＳ、プレスリリー

スを積極的に活用

した情報発信 

○「かみのせきファ

ン」の組織化 

総務課 

企画財政課 
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施策の内容 主な取組 担当課 

（２）空き家対策と移住・定住の促進 

○空き家バンク等を活用して空き家の利用促進につな

げ、移住・定住を支援します。 

○空き家を活用したお試し移住住宅の整備の検討や、空

き家の活用を促進する助成等、空き家の利用促進に取

り組みます。 

○地域おこし協力隊員を採用して町内への移住を促進

するとともに、任期満了後の定住へとつなげます。 

○若者の定住対策として、ファミリーや単身等の家族形

態に対応した定住住宅の整備を行います。 

○新築戸建て住宅の取得を支援します。 

○Ｕターン者がふるさとに帰ってきやすい環境を整え

ます。 

○若者世代の奨学金返済を支援するとともに、Ｕ・Ｉタ

ーンを後押しするための施策に取り組みます。 

○二地域居住に資するリモートワーク奨励金やサテラ

イトオフィスの設置助成、整備を検討します。 

○上関町に移住される方に対し支援を行います。 

○空き家バンクの活

用 

○地域おこし協力隊

導入事業 

○新築戸建て住宅購

入助成 

○Ｕターン者支援事

業 

○奨学金返還支援事

業 

○リモートワーク推

進事業 

○移住支援金事業 

 

企画財政課 

総務課 

土木建築課 

  

写真 
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５－３ 広域連携の推進 

■現状と課題 

本町の規模と様態から、各種の行政サービスにおいて町単独で対応できないものが多く、近

隣市町との協力体制に基づいて取り組んでいく必要があります。また、シティプロモーション

においてもスケールメリットを生かした活動を積極的に行っていくことが求められます。 

■施策の目的 

広域連携による合理的で効果的なまちづくりに取り組みます。 

■主な関連計画 

上関町過疎地域持続的発展計画、上関町まち・ひと・しごと創生推進計画 

■指標 

指標名 
現状値 

（Ｒ５） 

中間目標値 

（Ｒ８） 

最終目標値

（Ｒ11） 

広域連携事業の実施数（事業／年） 5 6 7 

■実施する主な施策 

施策の内容 主な取組 担当課 

（１）広域連携による取組 

○観光、就業、移住等の分野において、山口県や広島広

域都市圏及び柳井圏域と連携し、情報発信や各種イベ

ントを行うなど、スケールメリットを生かした取組を

進めます。 

○交通、医療、福祉、消防、教育、水道等の各分野にお

いて、山口県や柳井圏域との連携を深めて対応してい

きます。 

○ホームページやＳ

ＮＳ、プレスリリー

スを積極的に活用

した情報発信 

○広域連携による取

組の推進 

全課 

 
 
 


